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   都 道 府 県  

各  保健所設置市   衛生主管部（局） 御中 

   特 別 区  
 
 

厚生労働省新型コロナウイルス感染症 

対策推進本部 

 

 

新型コロナウイルスに感染した妊産婦等に係る今後の医療提供体制 

に関する報告依頼について 

 

 

 「地域で新型コロナウイルス感染症の患者が増加した場合の各対策（サーベイ

ランス、感染防止拡大策、医療提供体制）の移行について」（令和２年３月１日付

け事務連絡）、「新型コロナウイルス感染症に対応した医療体制に関する補足資

料の送付について（その７）」（令和２年３月19日付け事務連絡）及び「新型コ

ロナウイルス感染症に対応したがん患者・透析患者・障害児者・妊産婦・小児

に係る医療提供体制について」（令和２年４月14日付け事務連絡）において、患

者数が大幅に増えた時に備えた各地域の周産期医療提供体制の整備を進めていた

だくようお願いしたところですが、これらでお示しした事項について、下記とお

り、検討状況を御報告いただくようお願いいたします。 

 なお、報告事項等は、今後の状況に応じて変更する可能性がありえますので、御

了承ください。 

 

記 

 
 
１ 報告事項 
① 新型コロナウイルスに感染した妊産婦の受け入れ医療機関の名称等 
② 一般の医療機関において新型コロナウイルス感染症が疑われる方の外来診

療を行うこととする場合において、外来診療を原則として行わないこととす

る産科医療機関の名称 



 

 

 

③  新型コロナウイルスに感染した母体搬送、新生児搬送等における搬送手段

（入院時及び医療機関感の搬送等） 
④  医療機関（産科病棟・新生児室・NICU・GCU 等）に勤務している医療従

事者が新型コロナウイルスに感染し、当該医療機関が診療を継続することが

困難になったことを想定した、医療従事者（産婦人科医師、新生児科医師、

助産師、看護師等）の確保手段の検討状況 
⑤  都道府県調整本部等における周産期医療の専門家（災害時小児周産期リエ

ゾン等）の配置の有無 

 
※ 詳細は報告様式に従って御報告ください。 

 
２ 報告方法 
 別添の Excel ファイルの報告様式に従って御記入の上、以下のメールアドレ

スまでファイルを添付し、御提出ください。 
 メールアドレス：corona-iryou@mhlw.go.jp 

 
３ 報告時期 

 第１回：４月 16 日（木）時点の検討状況を、４月 17 日（金）17 時までに報

告 

第２回：４月 23 日（木）時点の検討状況を、４月 24 日（金）17 時までに報

告 

第３回目以降については追って連絡します。 

 

４ 報告に当たっての留意事項 

○ 都道府県内の保健所を設置する市及び特別区の状況も含めて、都道府県が

まとめて報告を行うこと。 

○ 報告時点で各報告事項についての結論が出ていない場合は、それぞれの検

討状況を報告すること。 

○ 報告いただいたものを元に、各都道府県における取組状況について、厚生労

働省から公表することが考えられること（医療機関名等の個別の情報は除

く。）。 

 
５ 照会先 
 厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部 医療体制班 
  代表 03-5253-1111（内線：8223） 
    直通 03-3595-3205 


